
2026年6月24日 更新

公示予定日 調達管理番号 案件名 担当部・課 質問内容 回答 回答日

2026年6月24日 26a00264000000
コ ート ジボワール国大アビジャ ン圏に
おける職業訓練校機材整備計画準備調
査（ QCBSーラ ンプサム型）

無償資金協力部業務第四課 閣議請議時期のご想定をご教示いただけますでし ょ う か。 閣議請議時期は、 2027年7月を想定し ており ます。 2026年6月1日

2026年6月24日 26a00331000000

パキスタ ン国大学発スタ ート アッ プ・
エコ システム促進にかかる情報収集・
確認調査（ （ 一般競争入札 （ 総合評価
落札方式） -ラ ンプサム型） ）

南アジア部南アジア第二課
本調査の実施に至っ た背景・ 経緯についてご教示下さ い。 本調査に繋がっ た関連案件、 先行調
査等あれば、 ご教示下さ い。

公示資料をご確認く ださ い。 2026年6月18日

2026年6月24日 26a00331000000

パキスタ ン国大学発スタ ート アッ プ・
エコ システム促進にかかる情報収集・
確認調査（ （ 一般競争入札 （ 総合評価
落札方式） -ラ ンプサム型） ）

南アジア部南アジア第二課
特にAI 分野に重点を置く 理由についてご教示下さ い。 AI を含め広い研究分野の可能性を検討す
るこ と は可能でし ょ う か。

パキスタ ン政府がAI 人材・ スタ ート アッ プの育成に注力し ているこ と や、 実施中「 I CT産業連携
強化プロジェ ク ト 」 においても パキスタ ンのAI 分野のポテンシャ ルの高さ が確認さ れている為で
す。 例えば教育・ 保健分野の社会課題解決へのAI 活用等、 AI の活用等が想定さ れるよう であれ
ば、 広い研究分野のご提案も 可能です。

2026年6月18日

2026年6月24日 26a00331000000

パキスタ ン国大学発スタ ート アッ プ・
エコ システム促進にかかる情報収集・
確認調査（ （ 一般競争入札 （ 総合評価
落札方式） -ラ ンプサム型） ）

南アジア部南アジア第二課 具体的な対象大学を想定さ れていればご教示く ださ い。 入札説明書の特記仕様書にて想定さ れる対象大学について記載する予定です。 2026年6月18日

2026年6月24日 26a00331000000

パキスタ ン国大学発スタ ート アッ プ・
エコ システム促進にかかる情報収集・
確認調査（ （ 一般競争入札 （ 総合評価
落札方式） -ラ ンプサム型） ）

南アジア部南アジア第二課 本邦招聘の実施可能性はございますでし ょ う か。 本調査の契約内での本邦招聘は予定し ていません。 2026年6月18日

2026年6月24日 26a00331000000

パキスタ ン国大学発スタ ート アッ プ・
エコ システム促進にかかる情報収集・
確認調査（ （ 一般競争入札 （ 総合評価
落札方式） -ラ ンプサム型） ）

南アジア部南アジア第二課
日本の大学と の連携促進に係る活動を実施するこ と は可能でし ょ う か。 ご意見あればお聞かせ
下さ い。

本調査では、 日本の企業・ 大学等と の連携可能性も 検討対象と するこ と を想定し ています。 2026年6月18日

2026年6月24日 26a00331000000

パキスタ ン国大学発スタ ート アッ プ・
エコ システム促進にかかる情報収集・
確認調査（ （ 一般競争入札 （ 総合評価
落札方式） -ラ ンプサム型） ）

南アジア部南アジア第二課
日本企業や日本の自治体と の連携促進に係る活動を実施するこ と は可能でし ょ う か。 ご意見あ
ればお聞かせ下さ い。

本調査では、 日本の企業・ 大学等と の連携可能性も 検討対象と するこ と を想定し ています。 2026年6月18日

2026年6月24日 26a00331000000
パキスタ ン国大学発スタ ート アッ プ・
エコ システム促進にかかる情報収集・
確認調査

南アジア部南アジア第二課

1.  背景（ こ れまでの関連支援を踏まえた課題感）
2.  調査対象大学の範囲・ 数・ 地理的範囲の想定（ 全国か、 HECのORI C設置校か、 主要校に限る
か。 対象都市の想定）
3.  現地セミ ナーの想定規模・ 回数・ 開催地・ 対象者（ 大学/政府/産業界）
「 JI CA今後の支援方針の検討」 の到達点（ 複数の協力オプショ ン提示までか、 特定スキーム
（ 技プロ・ 個別専門家等） の提言まで踏み込むか）
4.  本案件は業務管理グループ（ 業務主任者＋副業務主任者） 方式での応札が認めら れるか。 認
めら れる場合、 副業務主任者は技術評価の対象に含まれるか
5.  共同企業体（ JV） での競争参加は可能か。 可能な場合、 構成員に求めら れる競争参加資格
（ 全省庁統一資格、 日本国法令に基づく 法人登記、 資本的・ 人的関係の制限） をご教示いただ
き たい
6.  JV参加が認めら れる場合、 契約管理ガイ ド ラ イ ン（ 第2章「 発注者と 受注者」 ） には「 『 業
務実施契約』 における『 発注者』 と 『 受注者』 は、 契約書の署名者であり 、 『 発注者』 はJI CA
契約担当役理事、 『 受注者』 は受注企業等の代表者になり ます」 と の記載があり ます。 共同企
業体（ JV） で受注する場合、 本記載に基づき 業務実施契約はJI CAと 代表構成員（ 主たる構成
員） の二者で締結し 、 構成員は契約書の署名者と はなら ない（ 連帯責任は共同企業体結成届・
協定書で担保さ れる） と の理解で正し いでし ょ う か。

3.について、本調査を踏まえて技術協力を形成することを目指しており、具体的なサブスキームもご提案
に含めていただくことを期待しています。

6.について、構成員も署名者となります。

その他のご質問については、公示資料をご確認ください。

2026年6月18日

2026年6月24日 26a00331000000
パキスタ ン国大学発スタ ート アッ プ・
エコ システム促進にかかる情報収集・
確認調査

南アジア部南アジア第二課 AI 産業の専門性はどの程度重視さ れていますか

第一にはスタ ート アッ プ・ エコ システム振興に係る専門性を重視し 、 その次にAI 産業に関する専
門性を重視し ます。 本調査では、 AI 分野の研究開発・ イ ノ ベーショ ン創出を実践するパキスタ ン
国内の大学を対象に調査を行っ ていただく こ と を想定し ているこ と から 、 成果品取り まと めに必
要と なる情報収集や課題分析を行う ために、 大学の研究者と 議論でき るレベルの専門性を有する
こ と が望まし いです。

2026//6/16

2026年6月24日 26a00341000000
イ ンド 国牛糞由来バイ オガスの経済的
モデル開発のための情報収集・ 確認調
査（ QCBS-ラ ンプサム型）

イ ンド 事務所イ ンド 事務所直
下

現在公示さ れている業務内容について共有可能な範囲で詳細を伺いたく 存じ ます。 詳細については本公示の企画競争説明書をご確認いただければ幸いです。 2026年6月22日

プレ公示案件への質問回答

【競争参加者様へ：留意点】
プレ公示段階での質問回答での回答内容は、企画競争説明書／入札説明書の段階で変更の可能性があります。

※掲載方法を公示予定日が早い順に案件ごとにまとめて掲載いたします。新たに掲載いたしました質問回答についてはセルを水色にしております。
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公示予定日 調達管理番号 案件名 担当部・課 質問内容 回答 回答日

2026年6月24日 26a00341000000
イ ンド 国牛糞由来バイ オガスの経済的
モデル開発のための情報収集・ 確認調
査（ QCBS-ラ ン プサム型）

イ ンド 事務所イ ンド 事務所直
下

約1年間で現地12. 55MMと のこ と ですが、 渡航回数や1渡航での滞在期間、 また必要な時期などの
想定を教えて頂けますでし ょ う か。

渡航回数は計4回を想定し ていますが、 滞在期間・ 時期などは収穫時期等を考慮し て、 適切なご
提案をお待ちし ており ます。

2026年6月22日

2026年6月24日 26a00341000000
イ ンド 国牛糞由来バイ オガスの経済的
モデル開発のための情報収集・ 確認調
査（ QCBS-ラ ン プサム型）

イ ンド 事務所イ ンド 事務所直
下

ジャ ガイ モ、 小麦、 ト ウモロコ シ等に対し て施肥試験を行う と あり ますが、 対象作物はこ れら
を必須と するも のでし ょ う か。 あるいは、 こ れら 以外の対象作物も 、 調査内で選定し 実施する
想定でし ょ う か。

対象作物は調査内でイ ンド 側と 協議の上決定予定です。 2026年6月22日

2026年6月24日 26a00341000000
イ ンド 国牛糞由来バイ オガスの経済的
モデル開発のための情報収集・ 確認調
査（ QCBS-ラ ン プサム型）

イ ンド 事務所イ ンド 事務所直
下

本調査のインド側のカウンターパート機関は、どちらを想定されていますでしょうか。 全国酪農開発機構、全国酪農開発機構の傘下の酪農組合、地域の大学を想定しております。 2026年6月22日

2026年6月24日 26a00341000000
イ ンド 国牛糞由来バイ オガスの経済的
モデル開発のための情報収集・ 確認調
査（ QCBS-ラ ン プサム型）

イ ンド 事務所イ ンド 事務所直
下

施肥試験を実施するにあたり 、 カ ウンタ ーパート 機関が所有する圃場の活用を前提と さ れてい
ますでし ょ う か。 あるいは、 既存のバイ オガスプラ ント 周辺の一般農家等の圃場で実施する想
定でし ょ う か。

現時点では上記カ ウンタ ーパート 機関が所有する圃場を想定し ており ます。 2026年6月22日

2026年6月24日 26a00341000000
イ ンド 国牛糞由来バイ オガスの経済的
モデル開発のための情報収集・ 確認調
査（ QCBS-ラ ン プサム型）

イ ンド 事務所イ ンド 事務所直
下

プラ ント 内外のモニタ リ ングにおいて、 想定さ れている評価項目はどのよう なも のでし ょ う
か。

プラ ント 内の嫌気性消化および、 プラ ント 外での好気性処理の質を測る化学的な項目等を想定し
ており ます。

2026年6月22日

2026年6月24日 26a00341000000
イ ンド 国牛糞由来バイ オガスの経済的
モデル開発のための情報収集・ 確認調
査（ QCBS-ラ ン プサム型）

イ ンド 事務所イ ンド 事務所直
下

施肥試験のモニタ リ ングやデータ 収集について、 現地再委託を活用するこ と は想定さ れますで
し ょ う か。

特殊傭人を活用し て施肥試験のモニタ リ ングやデータ 収集を行う こ と を想定し ており ます。 2026年6月22日

2026年6月24日 26a00341000000
イ ンド 国牛糞由来バイ オガスの経済的
モデル開発のための情報収集・ 確認調
査（ QCBS-ラ ン プサム型）

イ ンド 事務所イ ンド 事務所直
下

業務管理グループ（ 若手加点） は対象でし ょ う か。 対象です。 2026年6月22日

2026年6月24日 26a00341000000
イ ンド 国牛糞由来バイ オガスの経済的
モデル開発のための情報収集・ 確認調
査（ QCBS-ラ ン プサム型）

イ ンド 事務所イ ンド 事務所直
下

イ ンド の牛糞由来バイ オガスはスズキが実施し ているが、 スズキと 連携し て実施するのか。
対象と するプラ ント はカ ウンタ パート と なる全国酪農開発機構が関与するプラ ント を想定し てい
ます。 スズキ株式会社が全国酪農開発機構と 連携し て実施するプラ ント が対象と なる可能性があ
り 、 その場合は協議の場等にスズキ株式会社に入っ ていただく 可能性があり ます。

2026年6月22日

2026年6月24日 26a00364000000

ウズベキスタ ン国保健財政・ 医療保障
制度に係る情報収集・ 確認調査（ 一般
競争入札（ 総合
評価落札方式） ）

人間開発部保健第二グループ

業務の目的に、 「 今後の協力の方向性および候補事業（ 技術協力及び円借款を含む） の検討
（ 以下略） 」 と ございますが、 こ こ でいう 円借款と は主に、 保健財政・ 医療保障制度の改善に
資するも のが想定さ れていますでし ょ う か。 それと も 、 保健医療サービスの拡充に資するも の
等も 含め、 広く 想定さ れていますでし ょ う か。

本件で想定し ている円借款については、 保健財政・ 医療保障制度の改善に限定せず保健医療サー
ビスの拡充に資するも のも 含めて広く 検討をする想定です。 ただし 、 サービスの拡充については
ウズベキスタ ン側の改革方針を踏まえプラ イ マリ ヘルスケア強化やデジタ ル化に関連するも のが
想定さ れるこ と 、 また、 あく まで協力オプショ ンの検討であるこ と から 、 本調査において施設建
設や機材整備の計画策定を行う こ と は想定し ていません。

2026年6月23日

2026年6月24日 26a00364000000
ウズベキスタ ン国保健財政・ 医療保障
制度に係る情報収集・ 確認調査（ 一般
競争入札（ 総合評価落札方式） ）

人間開発部保健第二グループ
業務内容の【 目的】 に「 現地ニーズに応じ たセミ ナー」 と あり 、 こ ちら は現地において実施するも のと
理解し ており ますが、 対象者の範囲はどのよう な想定でし ょ う か。

保健省、 経済財務省、 健康保険基金等の関係者を主な対象に現地でセミ ナーを開催するこ と を想
定し ています。

2026//6/16

2026年6月24日 26a00372000000

全世界（ 広域） 都市レベルの気候変動
対策実施促進に係る基礎情報収集確認
調査（ 一般競争入札（ 総合評価落札方
式） ）

地球環境部環境管理・ 気候変
動対策グループ

求めら れている東南アジア・ 南アジアの都市の選定についてですが、 貴機構のイ メ ージが既に
あるよう であれば（ 国、 具体的都市名等） 可能な範囲で伺えないでし ょ う か。

公示に記載のとおり、世界大都市気候先導グループ（C40）等の都市ネットワークや、日本国環境省によ
る都市間連携事業等の既存の協力枠組みを活用した都市間協力、ならびに日本の地方自治体との連
携可能性についても検討し、対象都市を選定していくことを想定しています。具体的な想定がございまし
たら、ご提案いただくようお願いします。また、弊機構においても、調査開始までに対象都市の選定に必
要な情報収集を進めます。
なお、タイ・バンコク都は過去に気候変動マスタープランの実施促進・モニタリング評価にかかる協力を
行ったことから、当該都市は候補としない予定です。ただし、タイの他都市は現時点で候補の対象から排
除していません。

2026年6月19日

2026年6月24日 26a00372000000

全世界（ 広域） 都市レベルの気候変動
対策実施促進に係る基礎情報収集確認
調査（ 一般競争入札（ 総合評価落札方
式） ）

地球環境部環境管理・ 気候変
動対策グループ

前段のプロジェ ク ト 研究があっ たと 理解し ており ますが、 同結果や経験を最大限活かし て取り
組むこ と が求めら れているでし ょ う か。

本調査は、弊機構社会基盤部が実施した「全世界（広域）気候変動対策に貢献する都市圏整備マスター
プランの在り方に関するプロジェクト研究」と直接の関連はありませんが、その研究結果等の活用を想定
しています（報告書は8月公開予定）。

2026年6月22日

2026年6月24日 26a00372000000 

全世界（ 広域） 都市レベルの気候変動
対策実施促進に係る基礎情報収集確認
調査（ 一般競争入札（ 総合評価落札方
式） ）

地球環境部環境管理・ 気候変
動対策グループ

本業務では、 既存の支援事例や都市間連携の教訓を分析し たう えで、 都市の気候変動対策推進
に向けた協力内容案を作成するも のと 理解し ており ます。
その際、 「 都市間連携」 を念頭に、 日本の都市をモデルと し つつ、 日本の都市も 関与する形で
協力支援案を作成する想定でし ょ う か。
あるいは、 「 JI CA  対  当該都市」 の枠組みにおいて、 JI CAコ ンサルタ ント がアド バイ ザーと し
て対象都市への支援を行う 想定でし ょ う か。 現時点でお考えがあれば、 ご教示いただけますと
幸いです。

当該協力内容案は、都市レベルの気候変動対策に係る計画・目標の策定や実施促進等に係る技術協
力の提案を想定しています（対象都市の課題・ニーズにあわせ緩和・適応のいずれも想定）。なお、その
検討にあたっては、日本の地方自治体等との連携の可能性についても考慮することが望まれます。

2026年6月19日
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公示予定日 調達管理番号 案件名 担当部・課 質問内容 回答 回答日

2026年6月24日 26a00372000000 

全世界（ 広域） 都市レベルの気候変動
対策実施促進に係る基礎情報収集確認
調査（ 一般競争入札（ 総合評価落札方
式） ）

地球環境部環境管理・ 気候変
動対策グループ

業務内容（ 3） で作成する現地都市向けの協力内容案について、 開始時期、 支援期間、 気候変動
リ スク に係る協力に関し て特に注力し たい分野について、 ご想定があり まし たら ご教示く ださ
い。

本基礎情報収集確認調査にて作成された協力内容案が技術協力プロジェクトの場合、プロジェクトの開
始時期は2028年度末以降となります。協力内容案にて提案される協力スキームや内容により支援期間
は異なりますが、技術協力プロジェクトであれば実施期間は3年間程度を想定しています。
また、本調査で対象とする都市における気候変動リスクについては、特に指定はしておらず、幅広い気
候リスクを調査する必要があると考えています

2026年6月19日

2026年6月24日 26a00372000000 

全世界（ 広域） 都市レベルの気候変動
対策実施促進に係る基礎情報収集確認
調査（ 一般競争入札（ 総合評価落札方
式） ）

地球環境部環境管理・ 気候変
動対策グループ

本調査では、 調査対象都市（ 最大2都市） に対する現地調査が予定さ れており ますが、 5. 37人月
には、 当該現地調査に係るMMも 含まれていると の理解でよろ し いでし ょ う か。

現地調査に係る人月も 、 5. 37人月に含まれており 、 渡航回数は延べ8回を想定。 2026年6月22日

2026年7月1日 26a00323000000

モロッ コ 国港湾の運営効率化・ 脱炭素
化のための整備・ 高度化に係る情報収
集・ 確認調査
（ 一般競争入札（ 総合評価落札方
式） ）

モロッ コ 事務所モロッ コ 事務
所直下

業務内容と し て港湾イ ンフ ラ の設計など、 ハード 寄り のト ピッ ク が想定さ れているか。 求めら
れる専門性が開発計画、 脱炭素、 DX、 サイ バーセキュ リ ティ であるため、 ソ フ ト 寄り の案件で
あると 想定し ている。 JVの体制を予め検討する上で、 ご回答いただけますと 幸甚です。

本業務はソ フ ト ・ ハード 両面を対象と するこ と を想定し ています。 ご指摘の開発計画、 脱炭素、
DX、 サイ バーセキュ リ ティ 等の分野は、 開発計画を除き 、 ソ フ ト ・ ハード 両面の要素を有する領
域であり 、 関連する設備やイ ンフ ラ 整備と 一体的に検討するこ と が重要と 考えています。 こ のた
め、 JV体制の検討にあたっ ては、 ソ フ ト ・ ハード 両面をカ バー可能な体制と するこ と が望まし い
と 考えています。

2026年6月23日

2026年7月1日 26a00324000000
中南米地域を中心と し た南南・ 三角協
力及び知識共創型協力・ サーキュ ラ ー
協力に係る情報収集・ 確認調査

中南米部中米・ カ リ ブ課
①対象と する地域・ 国について、 優先的に深掘り を期待さ れる地域はあり ますでし ょ う か。 た

と えば中南米、 アフ リ カ 、 ポルト ガル語圏・ スペイ ン語圏など、 重点の置き 方があれば教えて
下さ い。

本調査では中南米・ カ リ ブ地域を中心対象と し つつ、 比較対象と し て他地域を含む広域を対象と
し ます。 日本と のパート ナーシッ プ・ プログラ ム実施国や近年協力提供国と し ての役割を強化し
ている国・ 地域等を想定し ています。 また、 調査結果は中南米地域に限定せず、 広く 他地域でも
活用可能な整理と するこ と を想定し ています。

2026年6月23日

2026年7月1日 26a00324000000
中南米地域を中心と し た南南・ 三角協
力及び知識共創型協力・ サーキュ ラ ー
協力に係る情報収集・ 確認調査

中南米部中米・ カ リ ブ課
②先行実践の分析対象と し て、 参照価値が高いと 考えている国・ 機関はあり ますでし ょ う か。

例えばブラ ジル、 メ キシコ 、 UNOSSC、 OECD、 UNDP、 EU等の中で優先順位があれば教えて下さ
い。

国際機関・ 主要ド ナー、 並びに知識共創型協力や関連する協力の実践を有するパート ナー国・ 協
力機関等を想定し ており 、 調査目的に照ら し て適切な対象を選定・ 分析する提案を期待し ます。
なお、 分析にあたっ ては、 制度面や実践面の双方を踏まえた多角的な整理がなさ れるこ と が望ま
し いと 考えています（ データ ・ エビデンス、 非金銭的価値、 ODA卒業国と の関係性、 多様な主体
と の協働、 知識の共有や活用のあり 方、 日本への知見の還流、 案件形成への展開可能性など観
点） 。

2026年6月23日

2026年7月1日 26a00324000000
中南米地域を中心と し た南南・ 三角協
力及び知識共創型協力・ サーキュ ラ ー
協力に係る情報収集・ 確認調査

中南米部中米・ カ リ ブ課
③JI CA既存実践の再整理にあたり 、 特に参照を期待さ れる案件群や分野はあり ますでし ょ う

か。

現時点では、 気候変動・ 防災、 高齢化対策、 地域活性化等、 こ れまで実施し てき た国際協力の中
で、 日本の経験・ 知見と いっ た強みが活かさ れている分野を想定し ています。 こ れら について、
分野横断的な観点から 整理さ れ、 事例紹介を超えて普遍化し た学びと 今後の国際協力の在り 方に
ついての提言を発信するこ と を想定し ています（ 例示は問②参照） 。

2026年6月23日

2026年7月1日 26a00324000000
中南米地域を中心と し た南南・ 三角協
力及び知識共創型協力・ サーキュ ラ ー
協力に係る情報収集・ 確認調査

中南米部中米・ カ リ ブ課
④現地調査では、 政策担当部局へのヒ アリ ングに加え、 大学、 研修機関、 民間企業、 国際機関

現地事務所等も 対象に含めるこ と を想定さ れていますでし ょ う か。

はい。 政府・ 公的機関に加え、 自治体、 大学・ 研究機関、 民間企業、 NPO等、 関連する多様な主
体を対象と するこ と を想定し ています。

2026年6月23日

2026年7月1日 26a00324000000
中南米地域を中心と し た南南・ 三角協
力及び知識共創型協力・ サーキュ ラ ー
協力に係る情報収集・ 確認調査

中南米部中米・ カ リ ブ課
⑤現地調査の目的は、 既存事例の事実確認が中心なのか、 それと も 将来的な案件形成やネッ ト

ワーク 形成のための関係構築も 一定程度期待さ れていら っ し ゃ いますでし ょ う か

既存事例の確認に加え、 将来的な案件形成やネッ ト ワーク 形成に資する観点から 、 一定程度の関
係構築がなさ れるこ と も 期待し ています。 他方、 事例の確認から は、 協力の実施を通じ て生じ る
効果や付加価値についての把握・ 整理に力点を置く こ と を想定し ています。

2026年6月23日

2026年7月1日 26a00324000000
中南米地域を中心と し た南南・ 三角協
力及び知識共創型協力・ サーキュ ラ ー
協力に係る情報収集・ 確認調査

中南米部中米・ カ リ ブ課 ⑥「 国際発信」 と は、 主と し てどの相手先を念頭に置かれていますでし ょ う か。
国際社会（ 国際会合等） 、 協力提供国・ 新興パート ナー、 参加国（ 裨益国） への発信を想定し て
います。 また、 それに加えて日本国内への発信も 想定し ています。 対象に応じ て適切な発信方法
を検討いただく こ と を期待し ています。

2026年6月23日

2026年7月1日 26a00324000000
中南米地域を中心と し た南南・ 三角協
力及び知識共創型協力・ サーキュ ラ ー
協力に係る情報収集・ 確認調査

中南米部中米・ カ リ ブ課 ⑦対象セク タ ーについて、 想定がございまし たら ご教示く ださ い。 問い③への回答をご参照く ださ い。 2026年6月23日

2026年7月1日 26a00324000000
中南米地域を中心と し た南南・ 三角協
力及び知識共創型協力・ サーキュ ラ ー
協力に係る情報収集・ 確認調査

中南米部中米・ カ リ ブ課 ⑧本調査の目的は何ですか。

国際潮流の整理を踏まえ、 JI CAの南南・ 三角協力の経験を再整理すると と も に、 サーキュ ラ ー協
力に関する概念や実践、 案件形成に資する知見を整理し 、 今後の協力及び国際発信に資するこ と
を目的と し ます。
個別事例のレビュ ー・ 整理にと どまら ず、 知見と し ての整理や示唆の抽出がなさ れるこ と を想定
し ています。 （ 問①②への回答も 参照く ださ い）

2026年6月23日

2026年7月1日 26a00324000000
中南米地域を中心と し た南南・ 三角協
力及び知識共創型協力・ サーキュ ラ ー
協力に係る情報収集・ 確認調査

中南米部中米・ カ リ ブ課 ⑨サーキュ ラ ー協力は新し い概念を創出するこ と を目的と し ていますか。
全く 新し い概念の創出を目的と するも のではなく 、 国際的な議論の動向も 踏まえつつ、 既存の協
力実践を「 循環」 や「 共創」 と いっ た観点から 整理し 、 関係者に受容・ 浸透し 得る定義と その周
知するこ と 想定し ています。

2026年6月23日

2026年7月1日 26a00324000000
中南米地域を中心と し た南南・ 三角協
力及び知識共創型協力・ サーキュ ラ ー
協力に係る情報収集・ 確認調査

中南米部中米・ カ リ ブ課 ⑩調査の成果と し て何を目指し ていますか。

国際潮流における日本の位置づけの整理、 日本の協力の強みの可視化、 今後の案件形成に資する
知見の整理、 及び国際的な発信への活用を想定し ています。 調査を通じ て、 サーキュ ラ ー協力の
体系化・ 協力モデルの整理、 JI CAの実践の再定義、 将来的な協力方向への提言（ 政策・ 戦略面含
む） がなさ れるこ と を期待し ます。

2026年6月23日
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2026年7月1日 26a00324000000
中南米地域を中心と し た南南・ 三角協
力及び知識共創型協力・ サーキュ ラ ー
協力に係る情報収集・ 確認調査

中南米部中米・ カ リ ブ課
⑪調査方法はどのよう なも のを想定し ていますか。 」 「 また、 調査の力点はどのよう なと こ ろ

にあるでし ょ う か（ 事例のレビュ ー、 あるいは政策・ 戦略提言） 。

文献調査等の机上調査と 現地調査を組み合わせての調査実施、 また、 概念整理と 実践の分析を通
じ 、 国際潮流を踏まえた協力のあり 方に関する整理と 、 今後の案件形成に資する知見の抽出の双
方を重視し ています。 そのため、 調査の各段階では発注者と 次段階の調査の方向性を協議し なが
ら 進めるこ と を想定し ています。

2026年6月23日

2026年7月1日 26a00324000000
中南米地域を中心と し た南南・ 三角協
力及び知識共創型協力・ サーキュ ラ ー
協力に係る情報収集・ 確認調査

中南米部中米・ カ リ ブ課 ⑫受注者に期待する点は何ですか。
受注者の専門性や強みを活かし た提案がなさ れると と も に、 発注者と 協働し ながら 柔軟に調査を
進める姿勢を期待し ており ます。

2026年6月23日

2026年7月1日 26a00324000000
中南米地域を中心と し た南南・ 三角協
力及び知識共創型協力・ サーキュ ラ ー
協力に係る情報収集・ 確認調査

中南米部中米・ カ リ ブ課 ⑬国際発信の具体的なイ メ ージはあり ますか。
国際会合での発信を含め、 対象者別（ 国際機関、 協力提供国、 裨益国、 日本国内等） に応じ た多
様な形で、 調査成果をわかり やすく 整理・ 発信するこ と を期待し ており ます。

2026年6月23日

2026年7月1日 26a00324000000
中南米地域を中心と し た南南・ 三角協
力及び知識共創型協力・ サーキュ ラ ー
協力に係る情報収集・ 確認調査

中南米部中米・ カ リ ブ課
対象と する地域・ 国について、 優先的に深掘り を期待さ れる地域はあり ますでし ょ う か。 たと
えば中南米、 アフ リ カ 、 ポルト ガル語圏・ スペイ ン語圏など、 重点の置き 方があれば教えて下
さ い。

回答準備中です。 2026年6月10日

2026年7月1日 26a00324000000
中南米地域を中心と し た南南・ 三角協
力及び知識共創型協力・ サーキュ ラ ー
協力に係る情報収集・ 確認調査

中南米部中米・ カ リ ブ課
先行実践の分析対象と し て、 参照価値が高いと 考えている国・ 機関はあり ますでし ょ う か。 例
えばブラ ジル、 メ キシコ 、 UNOSSC、 OECD、 UNDP、 EU等の中で優先順位があれば教えて下さ い。

回答準備中です。 2026年6月10日

2026年7月1日 26a00324000000
中南米地域を中心と し た南南・ 三角協
力及び知識共創型協力・ サーキュ ラ ー
協力に係る情報収集・ 確認調査

中南米部中米・ カ リ ブ課 JI CA既存実践の再整理にあたり 、 特に参照を期待さ れる案件群や分野はあり ますでし ょ う か。 回答準備中です。 2026年6月10日

2026年7月1日 26a00361000000 アフ リ カ 地域農業政策アド バイ ザー
経済開発部農業・ 農村開発第
二グループ

本アド バイ ザーが両国政府を支援し て形成（ 要請書の作成を支援等） し た貴機構の関連案件に
ついて、 利益相反の観点から 、 応札が制限さ れる可能性はあり ますでし ょ う か。

応札が制限されるケースは①各種評価・審査業務を行う場合であって、当該評価・審査業務の対象とな
る業務を行った者、②当該業務のTORを実質的に作成する業務を先に行った者、③その他、先に行わ
れた業務等との関連で、その業務を行った者が不当に有るとなるなど利益相反が生じるものと契約担当
役が判断した者となります。
今回のアドバイザー案件についてお問い合わせの事例は、上記要件に該当しないと思われますが、最
終的には将来的に形成される案件の公示資料をご確認ください。

2026年6月22日

2026年7月1日 26a00361000000 アフ リ カ 地域農業政策アド バイ ザー
経済開発部農業・ 農村開発第
二グループ

想定さ れているCP機関の部局と 、 直接政策的助言をする担当官の役職を教えてく ださ い。 公示資料をご確認ください。 2026//6/16

2026年7月1日 26a00361000000 アフ リ カ 地域農業政策アド バイ ザー
経済開発部農業・ 農村開発第
二グループ

広域協力を想定さ れていると 思いますが、 対象はセネガルと モーリ タ ニアのみと の理解でよろ
し いでし ょ う か？セネガル事務所が管轄し ている上記他5か国においても 、 政策提言が求めら れ
ていますでし ょ う か？

セネガル・モーリタニアに加えてギニア、ガンビアを現地活動国に含める想定です。詳しくは公示資料を
ご確認ください。

2026//6/16

2026年7月1日 26a00361000000 アフ リ カ 地域農業政策アド バイ ザー
経済開発部農業・ 農村開発第
二グループ

本業務に関連する重要なマイ ルスト ーン（ 国際会議や政治イ ベント など） や想定する成果物
（ 新規案件要請書案など） があれば教えてく ださ い。

公示資料をご確認ください。 2026//6/16

2026年7月1日 26a00361000000 アフ リ カ 地域農業政策アド バイ ザー
経済開発部農業・ 農村開発第
二グループ

「 個別専門家事業」 と 記載さ れており ますが、 1名の配置を想定さ れていますか？ 業務実施型契約を想定しています。 2026//6/16

2026年7月1日 26a00361000000 アフ リ カ 地域農業政策アド バイ ザー
経済開発部農業・ 農村開発第
二グループ

約2年間で現地12MMと のこ と ですが、 渡航回数や1渡航での滞在期間、 また必要な時期などの想
定を教えて頂けますでし ょ う か？

公示資料をご確認ください。 2026//6/16

2026年7月1日 26a00361000000 アフ リ カ 地域農業政策アド バイ ザー
経済開発部農業・ 農村開発第
二グループ

語学の評価は何語を対象と さ れますでし ょ う か？ 英語またはフ ラ ンス語と する予定です。 2026//6/16

2026年7月1日 26a00361000000 アフ リ カ 地域農業政策アド バイ ザー
経済開発部農業・ 農村開発第
二グループ

業務管理グループ（ 若手加点） は対象でし ょ う か？ 対象と する予定です。 2026年6月16日

2026年7月1日 26a00361000000 アフ リ カ 地域農業政策アド バイ ザー 経済開発部農業・ 農村開発第二

稲作広域協力推進にかかる本アド バイ ザー業務と CARD事務局と の関連性はどのよう なも ので
し ょ う か。
SHEPの広域展開推進にかかる「 小規模農家能力強化プロジェ ク ト フ ェ ーズ2」 と の関連性はどの
よう なも のでし ょ う か。

本案件ではCARD事務局のみではカ バーでき ない各国における稲作協力の具体的な検討を行っ てい
ただく こ と を想定し ています。 詳し く は公示資料に記載し ますのでご確認く ださ い。 なお、 一部
の対象国ではCARD事務局が主体的に実施するNRDSの策定・ 更新プロセスを後方支援するこ と も 想
定し ています。
SHEPについてはセネガルは対象外と なり ますが、 モーリ タ ニア・ 一部の周辺国に関し て現地での
SHEP活動推進のための検討・ 研修の実施などを業務に含める想定です。

2026年6月9日
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公示予定日 調達管理番号 案件名 担当部・課 質問内容 回答 回答日

2026年7月1日 26a00384000000
アフ リ カ 地域農村ラ スト マイ ルの課題
改善に係る企業共創（ PSE） 推進のため
の情報収集・ 確認調査

アフ リ カ 部アフ リ カ 第三課
パイ ロッ ト 事業は内容によっ て経費が異なると 思いますが、 予算は別見積または定額計上と な
る可能性はございますか？また、 パイ ロッ ト 事業の予算規模はどのく ら いが想定さ れており ま
すでし ょ う か？

費用に関し ては公示資料をご確認く ださ い。 また、 パイ ロッ ト 事業については、 事業期間は4～5
か月ほどで小規模の活動を想定し ています。 具体的にはラ スト マイ ル課題及び顧客の明確化、 現
地の受容性確認、 小規模のオペレーショ ン実行、 パート ナーの整理等を想定し ており ますが、 最
終的な水準は受注者と も 相談の上、 決定予定です。

2026年6月15日

2026年7月1日 26a00384000000
アフ リ カ 地域農村ラ スト マイ ルの課題
改善に係る企業共創（ PSE） 推進のため
の情報収集・  確認調査

アフ リ カ 部アフ リ カ 第三課
コ ンサル会社がパイ ロッ ト 活動を推進する場合、 具体的な事業会社を団員に組み込んで実証す
るこ と が望まし いでし ょ う か。 或いは、 より 公平な観点で広く 様々な事業会社と PoC案の検証・
実行をするこ と が望まし いでし ょ う か。

本調査においては後者の方が望まし いです。 2026年6月23日

2026年7月1日 26a00384000000
アフ リ カ 地域農村ラ スト マイ ルの課題
改善に係る企業共創（ PSE） 推進のため
の情報収集・  確認調査

アフ リ カ 部アフ リ カ 第三課

パイ ロッ ト 事業を行う に際し 、 人月合計が限定的であるこ と を考慮すると 、 契約開始時点でパ
イ ロッ ト 事業の素案がある前提で提案を行う こ と をご期待さ れていますでし ょ う か。 （ プロ
ジェ ク ト 開始後に時間をかけてパイ ロッ ト 事業案の検討をし ていると 、 パイ ロッ ト 事業自体が
事業期間内に終わら ない可能性も あると 考え、 お伺いし ており ます）

パイ ロッ ト 事業については、 本調査の受注コ ンサルタ ント と 契約締結前までに企業応募・ 選定
（ 企業から 事業内容を提案頂く ） を弊機構で進めておき 、 最終的な選定については調査の受注コ
ンサルタ ント と 相談の上、 決定する予定です。 調査の中においては、 パイ ロッ ト 事業は民間企業
が主体的に行い、 調査の受注コ ンサルタ ント がその伴走支援（ 事業への助言や進捗管理等） を行
う こ と を期待し ています。

2026年6月23日

2026年7月1日 26a00384000000
アフ リ カ 地域農村ラ スト マイ ルの課題
改善に係る企業共創（ PSE） 推進のため
の情報収集・  確認調査

アフ リ カ 部アフ リ カ 第三課

（ 上記の質問に関連し ます） 契約開始後にパイ ロッ ト 事業案の検証を行う 期間が限定的になる
可能性があるこ と を考慮し ますと 、 貴構において既にパイ ロッ ト プロジェ ク ト 案の候補を保有
さ れており 、 契約開始後に当該プロジェ ク ト の推進を契約者が実施すると いう 可能性も ござい
ますでし ょ う か。

上記回答の通り ですが、 ご理解の通り 、 プロジェ ク ト の推進を調査の受注コ ンサルタ ント が推進
するこ と を期待し ています。

2026年6月23日

2026年7月1日 26a00384000000

アフ リ カ 地域農村ラ スト マイ ル改善に
係る企業共創（ PSE） 推進のための情報
収集・ 確認調
査（ 一般競争入札（ 総合評価落札方
式） ） -ラ ンプサム型）

アフ リ カ 部アフ リ カ 第三課

-本件業務で想定される対象農家はどの地域のどのような農家でしょうか。対象地域、農家の栽
培作物や営農レベルについて可能な範囲でご教示ください。
-本件業務では、半年弱の短期間で基礎情報の収集・分析と官民連携によるパイロット活動の実
施、それに基づくビジネスモデルの検証と事業形成に向けた提言を行うこととなっています
が、現段階で官民連携による取り組みのある程度のイメージはございますでしょうか。差し支
えない範囲でご教示ください。

・ 想定さ れる地域は公示資料をご確認頂けたら と 存じ ますが、 農村地域の小規模の農家を対象に
メ イ ズ、 大豆、 野菜、 小麦等の作物を広く 想定し ています（ 収穫時期も 踏まえて判断予定で
す） 。
・ また、 官民連携の取組みのイ メ ージですが、 一例と し ては、 民間が活動に必要なハード 施設を
官が整備し 民が実際に利用するよう な取組を想定し ており ます。

2026年6月15日

2026年7月1日 26a00384000000

アフリカ地域農村ラストマイル改善に
係る企業共創（PSE）推進のための情報
収集・確認調査（一般競争入札（総合
評価落札方式））-ランプサム型）

アフ リ カ 部アフ リ カ 第三課
６か月という短い調査期間でパイロットを実施するにあたってご想定の規模と期間、C/P、候補
事業者はございますでしょうか。また具体的なパイロット事業内容の想定はございますでしょ
うか。

候補事業者は既に対象地域で活動されている企業を念頭に今後公募予定です。事業期間は4～5か
月ほどで小規模の活動を想定しています。具体的にはラストマイル課題及び顧客の明確化、現地
の受容性確認、小規模のオペレーション実行、パートナーの整理等を想定しておりますが、最終
的な水準は受注者とも相談の上、決定予定です。
また、パイロット事業については、本調査の受注コンサルタントと契約締結前までに企業応募・
選定（企業から事業内容を提案頂く）を弊機構で進めておき、最終的な選定については調査の受
注コンサルタントと相談の上、決定する予定です。調査の中においては、パイロット事業は民間
企業が主体的に行い、調査の受注コンサルタントがその伴走支援（事業への助言や進捗管理等）
を行うことを期待しています。

2026年6月15日

2026年7月1日 26a00384000000

アフ リ カ 地域農村ラ スト マイ ル改善に
係る企業共創（ PSE） 推進のための情報
収集・ 確認調査（ 一般競争入札（ 総合
評価落札方式） ） -ラ ンプサム型）

アフ リ カ 部アフ リ カ 第三課 企業連携の対象は、 日本企業を含むご想定でし ょ う か。 日本企業を前提と し ており ます。 2026年6月15日

2026年7月1日 26a00384000000

アフ リ カ 地域農村ラ スト マイ ル改善に
係る企業共創（ PSE） 推進のための情報
収集・ 確認調査（ 一般競争入札（ 総合
評価落札方式） ） -ラ ンプサム型）

アフ リ カ 部アフ リ カ 第三課
渡航対象国は原則と し てザンビアのみで、 案件形成等の提案はザンビアを含む南部アフ リ カ 全
体と いう ご想定でし ょ う か。

ザンビアを中心と し て、 南アフ リ カ 、 マラ ウイ 、 ジンバブエを渡航対象国と し て想定し ていま
す。

2026年6月15日

2026年7月1日 26a00384000000

アフ リ カ 地域農村ラ スト マイ ル改善に
係る企業共創（ PSE） 推進のための情報
収集・ 確認調査（ 一般競争入札（ 総合
評価落札方式） ） -ラ ンプサム型）

アフ リ カ 部アフ リ カ 第三課

農村部ラ スト マイ ルの課題の対象分野に関し て、 主眼と なる分野は、 物理的アク セスや情報の
非対称性を解消する、 道路、 移動手段、 通信手段など、 イ ンフ ラ による農村部へのアク セス改
善になるでし ょ う か。
も し く は、 農家の営農改善、 所得向上、 農業設備・ イ ンプッ ト など広い分野を対象と し ている
でし ょ う か。

幅広い分野を対象にし ていると 共に、 情報・ 技術・ 金融アク セス等のソ フ ト 面も 対象と し ており
ます。

2026年6月15日

2026年7月1日 26a00384000000
アフ リ カ 地域農村ラ スト マイ ルの課題
改善に係る企業共創（ PSE） 推進のため
の情報収集・  確認調査

アフ リ カ 部アフ リ カ 第三課
パイ ロッ ト 事業の内容について、 どのよう な内容にするべき かプロポーザル提出時に応札者へ
提案を求めるご予定はあり ますでし ょ う か。

現在想定し ているパイ ロッ ト 事業の内容は、 ラ スト マイ ル課題及び顧客の明確化、 現地の受容性
確認、 小規模のオペレーショ ン実行、 パート ナーの整理等と なり ますが、 こ れら はあく まで基本
的な方向性であり 、 調査対象国の特性や応札者の知見・ ネッ ト ワーク を踏まえた上での具体的な
内容の提案をプロポーザル提出時に応札者へ求める予定です。

2026年6月16日

2026年7月1日 26a00384000000

アフ リ カ 地域農村ラ スト マイ ル改善に
係る企業共創（ PSE） 推進のための情報
収集・ 確認調
査（ 一般競争入札（ 総合評価落札方
式） ） -ラ ンプサム型）

アフ リ カ 部アフ リ カ 第三課

本業務で想定さ れている「 ラ スト マイ ル」 について、 UNDPが定義し ている「 開発ニーズが最も
大き い一方で資源が最も 不足し ている、 十分な支援やサービスを受けら れていない人々、 地
域、 小規模事業者層を含む概念」 と いう 理解で良いか？
物理的なアク セスに加え情報・ 技術・ 金融アク セス等のソ フ ト 面も 対象と し ている、 と いう 理
解で良いか？

本事業では、 物理的なアク セスに加えて物流サービスの欠如により サービスが十分に届いている
地域と 比較し て経済活動が活発ではない地域をラ スト マイ ル地域と し ており 、 UNDPの定義と 概ね
整合し ており ます。 そのため、 ソ フ ト 面を対象にし ていると いう ご理解で問題ございません。

2026年6月15日

2026年7月1日 26a00384000000

アフ リ カ 地域農村ラ スト マイ ル改善に
係る企業共創（ PSE） 推進のための情報
収集・ 確認調
査（ 一般競争入札（ 総合評価落札方
式） ） -ラ ンプサム型）

アフ リ カ 部アフ リ カ 第三課 調査対象地域について、 具体的に想定し ている国・ 地域はあるか？
ザンビアを中心と し て、 南アフ リ カ 、 マラ ウイ 、 ジンバブエを対象国と し て想定し ています。 対
象地域の詳細は入札仕様書をご確認く ださ い。

2026年6月15日
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2026年7月1日 26a00384000000

アフ リ カ 地域農村ラ スト マイ ル改善に
係る企業共創（ PSE） 推進のための情報
収集・ 確認調
査（ 一般競争入札（ 総合評価落札方
式） ） -ラ ンプサム型）

アフ リ カ 部アフ リ カ 第三課
MOReDeP、 COBSI 、 民間連携事業、 海外投融資関連事業等の既存JI CA事業と の連携をどの程度重
視し ているか？

既存のJI CA事業と の連携可能性も 検討頂く こ と を期待し ていますが、 必ずし も こ ちら に縛ら れず
新規事業アイ ディ アの創出を期待し ており ます。

2026年6月15日

2026年7月1日 26a00384000000

アフ リ カ 地域農村ラ スト マイ ル改善に
係る企業共創（ PSE） 推進のための情報
収集・ 確認調
査（ 一般競争入札（ 総合評価落札方
式） ） -ラ ンプサム型）

アフ リ カ 部アフ リ カ 第三課

官民連携によるパイ ロッ ト 事業の実証について、
・ 念頭においているパイ ロッ ト 数や分野はあるのか？
・ 「 実証」 はどの水準までを想定し ているか？
・ 日本企業が保有する製品・ 技術・ サービスの活用を前提と し ている理解で良いか？

・ パイ ロッ ト 数は2社を想定し ており 、 分野は農業分野を念頭においており ます。
・ 実証はラ スト マイ ル課題及び顧客の明確化、 現地の受容性確認、 小規模のオペレーショ ン実
行、 パート ナーの整理等を想定し ており ますが、 最終的な水準は受注者と も 相談の上、 決定予定
です。
・ 日本企業が保有する製品・ 技術・ サービスの活用を前提と し ていると いう ご理解で問題ござい
ません。

2026年6月15日

2026年7月1日 26a00384000000

アフ リ カ 地域農村ラ スト マイ ル改善に
係る企業共創（ PSE） 推進のための情報
収集・ 確認調
査（ 一般競争入札（ 総合評価落札方
式） ） -ラ ンプサム型）

アフ リ カ 部アフ リ カ 第三課
特に重点を置く 農産品・ バリ ュ ーチェ ーンは想定さ れているか？畜産や養殖も 含めて想定し て
いるのか？

畜産も含めて幅広く農産品を想定しております。他方で、対象国によっては具体的な農産品を提示して
いるものもありますが、詳しくは公示資料をご確認頂けますと幸いです。

2026年6月15日

2026年7月1日 26a00384000000

アフ リ カ 地域農村ラ スト マイ ル改善に
係る企業共創（ PSE） 推進のための情報
収集・ 確認調
査（ 一般競争入札（ 総合評価落札方
式） ） -ラ ンプサム型）

アフ リ カ 部アフ リ カ 第三課
本業務の成果と し て、 ラ スト マイ ル課題の整理やパイ ロッ ト 結果の取り まと めに加え、 技術協
力、 JI CA Bi z、 海外投融資、 他ド ナーと の連携等、 後続事業の形成に向けた具体的な方向性を
提示するこ と が期待さ れている理解でよいか？

資金協力、技術協力、JICA Biz、海外投融資、他ドナーとの連携等も含めて、今後の案件形成に向けた
具体的な方向性を提示頂くことを期待しており、ご理解の通りとなります。

2026年6月15日

2026年7月1日 26a00384000000 
アフ リ カ 地域農村ラ スト マイ ルの課題
改善に係る企業共創（ PSE） 推進のため
の情報収集・ 確認調査

アフ リ カ 部アフ リ カ 第三課 現地調査は想定さ れていますでし ょ う か。 現地調査も 予定し ており ます。 2026年6月15日

2026年7月1日 26a00384000000 
アフ リ カ 地域農村ラ スト マイ ルの課題
改善に係る企業共創（ PSE） 推進のため
の情報収集・ 確認調査

アフ リ カ 部アフ リ カ 第三課
企業共創の対象地域及び対象法人はザンビアの日本企業を想定さ れていますでし ょ う か。 それ
と も 、 幅広に南部アフ リ カ における日本企業・ 第三国企業を想定さ れていますでし ょ う か。

基本的にはザンビアで活動されているもしくは予定の日本企業を想定しておりますが、他調査対象国（マ
ラウイ、ジンバブエ、南アフリカ）で活動されているもしくは予定の日本企業も対象に含む予定です。

2026年6月16日

2026年7月1日 26a00393000000 シエラ レオネ国全国給水改善対策 地球環境部水資源グループ
技術協力個別案件と 記載さ れているが、 通常の業務実施契約における短期専門家派遣と の違い
はあるのでし ょ う か。

違いはあり ません。 2026年6月15日

2026年7月1日 26a00393000000 シエラ レオネ国全国給水改善対策 地球環境部水資源グループ
履行期間（ 予定） 2026年9月2日～2027年2月19日の間、 現地渡航期間の想定はございますでし ょ
う か？

2026年9月2日～2027年2月19日の間に最大2渡航（ 延べ4回） を想定し ています。 2026年6月15日

2026年7月1日 26a00393000000 シエラ レオネ国全国給水改善対策 地球環境部水資源グループ

保護さ れた給水施設の未普及、 運営維持管理体制の未整備と いっ た、 課題に対し 、 地方給水改
善計画の策定及び、 技術協力、 資金協力等の案件形成を見据えた情報収集を行う 必要があると
理解し ており ます。
そのため、 人力ポンプ施設、 ソ ーラ ーポンプ、 管路給水施設等の技術的知見を有する施設技術
者、 水需要量算定、 給水マスタ ープラ ン策定の知見を有する給水計画技術者、 給水施設整備に
関連するアク タ ー間の権限の不明瞭や重複を把握し 、 予算措置を含めた行政事務の整理並び
に、 水委員会等による施設所有・ 運営の制度化等を支援案を検討する法制度担当者等の人員が
必要と 考えており ます。 貴機構で、 想定さ れる人員の要件につき まし て、 ご教示頂けますで
し ょ う か？

プレ公示に記載のと おり 、 専門分野と し ては、 地方給水（ 地下水開発） 及び管路給水サービスに
関する業務を想定し ています。 約9. 4人月 のなかで期待する成果はプレ公示【 業務内容】 に記載
のと おり です。

2026年6月15日

2026年7月1日 26a00393000000 シエラ レオネ国全国給水改善対策 地球環境部水資源グループ

地方分権化推進の過程での、 地方自治体の給水事業に係る財源及び技術両面での権限移譲の未
達が、 施設整備並びに施設の稼働率の低さ の要因と も なっ ていると 考えら ます。
将来の協力において、 地方自治体の能力向上が重要と 考えますが、 地方給水の管轄省である水
資源省（ MWR） , 給水サービス提供を管轄する電力・ 給水規制委員会（ EWRC) 、 給水事業の実施な
ら びに地方自治体への技術支援を担当するシェ ラ レオネ水道会社（ SALWACO） の他、 地方自治体
の管轄省である地方自治・ 地方開発局（ MLGRD） を本件業務のカ ウンタ ーパート と するご予定は
ございますか？

本案件は水資源・ 衛生省から の要請を受け、 採択さ れた案件と なっ ており 、 本案件におけるカ ウ
ンタ ーパート は水資源・ 衛生省と なり 、 現時点で自治・ 地方開発省（ MLGRD） をカ ウンタ ーパー
ト と するこ と は想定し ていません。 但し 、 水資源・ 衛生省と の協議をふまえ、 ヒ アリ ング先等と
し て、 自治・ 地方開発省が追加さ れる可能性は考えら れます。

2026年6月15日

2026年7月1日 26a00393000000 シエラ レオネ国全国給水改善対策 地球環境部水資源グループ
本件業務は、 過去の貴機構プロジェ ク ト と の関連はございますでし ょ う か？案件形成の経緯に
ついて、 ご教示頂けますでし ょ う か？

過去のJICAによる水衛生セクターの成果は踏まえますが、本案件の活動内容が、過去のプロジェクトと直接
関連するものではありません。JICAシエラレオネ支所と現地政府との開発課題の協議や協力ニーズの確認のな
かから案件が要請されたものとなります。

2026年6月15日

2026年7月1日 26a00393000000 シエラ レオネ国全国給水改善対策 地球環境部水資源グループ 本件事業において、 パイ ロッ ト 工事や機材調達等は予定さ れますでし ょ う か？ 本案件ではパイ ロッ ト 工事や機材調達は想定し ていません。 2026年6月15日

2026年7月1日 26a00393000000 シエラ レオネ国全国給水改善対策 地球環境部水資源グループ

地方自治体の能力強化においては、 特に中央と 地方のI T格差の解消を、 ド ローン等のDX技術
や、 施設調査や計画策定へのAI によるローコ ード プログラ ミ ング等の導入により 図る必要があ
ると 考えます。
こ のよう な、 I T技術導入のための検討のために、 本件業務でリ ソ ースを投入するこ と は予定さ
れており ますでし ょ う か？

本案件の協力期間は2026年9月～2027年2月と 限ら れた期間であるこ と 、 また、 本案件へ措置する
予算規模から 、 I T技術導入に特化したリソースの投入は想定しておりません。ただし、プレ公示に記載した専
門分野の専門家の担当分野において、必要に応じてDX活用を検討いただく こ と は歓迎し ます。

2026年6月15日
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2026年7月8日 26a00184000000

全世界2026年度案件別外部事後評価
パッ ケージⅡ -3（ ギニア、 マダガスカ
ル、 ブルキナフ ァ ソ 、 セネガル）
（ QCBS- ラ ンプサム型）

評価部事業評価第一課
現地渡航を想定さ れている場合、 社の安全管理上の理由から 、 業務従事者は現地渡航せず、 現
地調査補助員を活用し て現地調査を行う 提案をし た場合、 現地渡航を前提と し た提案と 比較し
てマイ ナスに評価さ れるこ と はあり ますか？

外部事後評価は、 特記仕様書で机上調査（ 現地渡航なし ） と し た場合を除き 、 1回以上の現地調
査と し ていますが、 成果品の質が確保さ れるこ と がプロポーザルの提案で確認でき た場合は、 渡
航回数のみでマイ ナスの評価は行いません。

2026年4月15日

2026年7月8日 26a00321000000
全世界（ 広域） 医療サービスの質向上
アド バイ ザー（ 東ティ モール、 フ ィ
ジー）

人間開発部保健第二グループ
東ティ モール、 フ ィ ジー、 およびキリ バスそれぞれで、 個別にR/Dを締結し ているのでし ょ う
か。

技術協力個別案件（ 個別専門家） であり 、 R/D締結は行っ ており ません。
東ティ モール、 フ ィ ジーから それぞれ要請が出さ れ、 実施に至るも のです。

2026年6月3日

2026年7月15日 26a00325000000 

全世界2026年度案件別外部事後評価
パッ ケージⅡ-5（ セネガル、 ブルキナ
フ ァ ソ 、 ト ーゴ） （ 一般競争入札（ 総
合評価落札方式－ラ ンプサム型） ）

評価部事業評価第一課
4/23に実施いただいた外部事後評価の説明会では、 本パッ ケージには「 ニジェ ール： 中学校教
室建設計画」 が含まれており まし たが、 プレ公示には記載さ れており ませんでし た。 ニジェ ー
ルの案件は本パッ ケージでは含まれないこ と になっ たと の理解でよろ し いでし ょ う か。

治安上の問題から 、 今年度ニジェ ール案件は実施し ないこ と と いたし まし た。 2026年5月27日

2026年7月15日 26a00391000000
ラ オス国公共投資計画アド バイ ザー業
務

ラ オス事務所ラ オス事務所直
下

過去の協力で整備さ れたI Tシステムがカ バーする範囲は何になり ますでし ょ う か。
『 過去の協力で整備さ れたI Tシステム』 は、 公共投資プロジェ ク ト の評価のために財務省内で活
用いただく システムを指し ています。

2026年6月19日

2026年8月26日 26a00399000000
ラ オス国スタ ジアムを中心と し たまち
づく り ・ エリ アマネジメ ント 能力強化
プロジェ ク ト

社会基盤部都市・ 地域開発グ
ループ

本案件は、 業務管理グループかつ若手加点の対象と なる予定でし ょ う か。
それと も 、 若手加点はなく 、 提案書の2章において、 『 業務主任者を含む業務実施体制全体にお
いて、 どのよう な人材活用の考え方の下で業務を遂行するのかについて提案を求める。 』 こ と
を想定さ れていますでし ょ う か。

本案件については、 新し い発想や柔軟な視点が求めら れるこ と から 、 業務管理グループを構成
し 、 若手育成加点の対象と する方針です。
一方で、 多様な関係者と の合意形成が不可欠であるため、 こ れを遂行するための豊富な経験を有
する人材と 若手人材が連携する体制を重視し ます。

2026年6月23日
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